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研究成果の概要（和文）：(1)中央省庁に勤務する官僚を対象としたタイムユーズサーベイの調査票を開発し
た。当初、ワークライフバランス全般を調査する目的のもと、業務時間に加えて生活時間も測定できる調査票を
開発し、第1回調査を実施した。その後の検討を経て、第2回以降は業務時間のみを測定することとし、さらに業
務分類も大括り化した。調査票はこのタイムユーズサーベイ部分とワークライフバランスに関するアンケート部
分とフェイスシート部分から構成される。(2)タイムユーズサーベイをウェブ調査で3回にわたり実施することが
できた。調査時期も多様性を確保し、国会会期中1回と閉会中2回に実施した。

研究成果の概要（英文）：(1) A Time Use Survey questionnaire was developed for bureaucrats working in
 central government ministries. Initially, with the aim of surveying the overall work-life balance, 
a questionnaire was developed that could measure life time in addition to work time, and the first 
survey was conducted. After further review, it was decided that from the second survey onwards only 
work time would be measured, and the work categories were also broadly grouped. This was done to 
reduce the burden on respondents. The survey questionnaire consists of a time-use survey, a 
questionnaire on work-life balance and a face sheet. (2) The time-use survey was conducted three 
times via a web-based survey. The timing of the survey also ensured diversity and was conducted 
twice during the parliamentary session and twice during the closed session (one of which was at the 
beginning of the year, when the respondents were considered to be most relaxed). 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
官僚に関する実証的研究の蓄積に寄与した（学術的意義）。具体的には、長時間労働が指摘される官僚の労働の
実態を時間帯別・業務別に測定する方法を開発し、実査を行った。また、官僚研究に生活時間調査のメソドロジ
を導入するという学際的・領域横断的研究を行った点で、挑戦的研究のカテゴリにふさわしい成果を得た。他
方、官僚の労働に関する実証的データを収集したことで、今後の詳細な分析が残されてはいるものの、官僚の長
時間労働の削減方策案出のためのエビデンスが得られた（社会的意義）。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 官僚に対する学術的な関心は永らく寄せられてきたものの、過去数十年間は官僚（制）と政治
の関係（政官関係）の観点からの研究が盛んであった。たしかにこの「政治学的官僚制研究」は
これまでの日本の官僚制の位置づけに合致したものであった。すなわち、官僚たちが事実上の政
策立案主体となってきたため、政官関係こそが解明されるべき研究対象であった。 
 ところが政治改革が平成期に進められた結果、いわゆる官邸主導に代表される政治主導が観
察されるようになった。そのため、官僚の果たす機能も変容していった。たとえば、与党が示し
た基本方針を肉付けしたり、官邸からの指示を実行するのが官僚に求められる役割となったよ
うにみえる。このような官僚の機能変容はこれまでの官僚像の書き換えを迫ることになる。官僚
が国家運営を主導する時代には「国士型」官僚が多数存在したことが記録されているが、現在の
官僚の機能変容からは官僚のモチベーションすら維持できているかわからない。 
 他方、以前から指摘されてきた官僚の長時間労働は依然として解決されていない。かつて「居
酒屋タクシー」が問題とされたが、研究開始当初の時期は、共働き世帯の増加により、男性女性
ともに官僚の働き方改革が強く求められるようになった。官僚の長時間労働は官僚志望の優秀
な学生を比喩的に言えば外資系コンサルティング企業へ流出させることになり、同時に現役の
若手官僚の中途退職も問題となりつつあった。 
 学術的にいえば、官僚の長時間労働についての実証的データすら十分に蓄積されていない状
況であった。ワークライフバランスに関する質問紙調査は徐々に行われるようになっていたが、
そもそも長時間労働について時間データを測定するメソドロジが欠如していた。 
 
２．研究の目的 
官僚たちは日々の仕事において、何にどの程度の時間とエネルギーを割いているのか、これが
本研究の問いである。この問いに対して、業務ごとの時間と時間帯を記録する調査を行うことに
より実証的に答えていく。いわば、官僚の生態学をこの研究は目指す。本研究を通じ、政治主体
としての官僚の分析に貢献し、ひいては官僚研究を起点として、人間の行動を実証的に分析する
行動科学・社会科学全体への貢献を目指す。 
具体的には、日本の中央省庁に勤務する官僚を対象として、官僚個人の行動を時間軸に沿って
測定する手法を開発する。そして、官僚行動を測定し可視化する。たとえば、多くの官僚が、早
朝に、与党政治家と、議員会館で、法案の説明を行うといったことが実証データに基づいて明ら
かになる。他方、省庁別、性別、年代別、時期別データを解析することによって、官僚の行動の 
相違をもたらす要因を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1)質問紙の開発：生活時間調査のメソドロジを応用して、官僚の業務時間測定に適した質問紙
を開発した。当初、官僚のワークライフバランスを検証するため、業務時間に加えて、生活時間
（プライベートな時間帯の行動）も詳細に検討することを想定していたが、その後の検討で業務
時間に焦点を当てるように質問紙を改訂した。また、質問紙の開発には上記生活時間調査の先行
研究レビューを行ったほか、研究代表者がすでに開発した教員勤務実態調査（2006 年、2016 年、
2022 年に全国調査を実施）も参照した。具体的には 1日を 30 分単位で 48 分割することにした。
さらに、官僚の業務をどう分類するかについては、官僚にインタビュー調査を行うなどした。ま
ず 80 を超える業務に分類した上で、2回目の質問紙調査からは 10 に大括り化した。 
(2)質問紙調査の実査：コロナ禍であったことをふまえ、参与観察や郵送式の調査や、長期間に
わたる調査を断念した。選択したのはインターネットモニターを対象とするウェブ調査である。
研究期間内に 3回のウェブ調査を実施した。それぞれ調査はスクリーニング調査（国家公務員行
政職を抽出）、フェイスシート・ワークライフバランスアンケート、タイムユーズサーベイを行
った。フェイスシート・ワークライフバランスアンケートでは、家族構成や残業時間、パブリッ
クサービスモチベーション（PSM）等を質問した。タイムユーズサーベイは、ダイアリー式で 1
週間実施した。ウェブ調査によるタイムユーズサーベイは回答者に負担をかけるため、1週間（7
日間）を 3 分割した。集計には 3 回目まで全てのタイムユーズサーベイに回答したものを用い
た。なお、経費節減のため 2回目のウェブ調査からはインタネットサーベイシステムを活用して
内製化した。 
(3)質問紙調査の集計：勤務場所（本省・地方支分部局）、採用区分（総合職・一般職）により 4
類型別に集計し、これに総計を加えた 5類型を用いた。 
 
４．研究成果 
(1)官僚の労働実態を定量的に把握することができる質問紙調査を開発した上で、実査を行い、
有用性を確認することができた。 
(2)官僚のワークライフバランスに関する質問紙調査を実施し（上記質問紙調査に包含）、勤務
地・採用区分別に集計した。たとえば夕食については、総合職は本省勤務、地方支分部局勤務と



もに一般職と比べて、家族と一緒にとることができていない。また、有給休暇の取得率について
も「ほとんど取得できなかった（数％程度）」を回答する率が、総合職において一般職よりも高
くなっている。 
(3)官僚の労働時間についての質問紙調査を実施し、集計を行った。ただし、集計方法について
は現時点で確定しておらず、今後の検討の余地が残されている。現時点では、本省勤務の総合職
が国会会期中にきわめて多忙であり、深夜に及ぶ長時間残業を強いられている様子が看守され
ている。 
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